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こ
こ
か
ら
は
、
平
成
19
年
度
の
当
初

予
算
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
前
述
の
と
お
り
、
危
機
的
な
財
政
状

況
の
中
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
、
財
政

健
全
化
を
進
め
な
が
ら
予
算
を
編
成
し

ま
し
た
。
限
ら
れ
た
財
源
を
重
点
的
・

効
率
的
に
配
分
し
、
福
祉
、
環
境
や
教

育
施
策
な
ど
を
円
滑
に
実
施
す
る
こ
と

を
基
本
方
針
と
し
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
予
算
は
、
１
４
１
億
３
、

４
４
０
万
円
（
前
年
度
当
初
比
０
・
２
％

増
）、
特
別
会
計
（
11
会
計
）
は
、
１
７

４
億
９
、
４
２
８
万
円
（
前
年
度
当
初

比
17
・
０
％
増
）、
事
業
会
計
（
２
会
計
）

は
31
億
７
、
５
５
８
万
円
（
前
年
度
当

初
比
２
・
０
％
減
）
と
な
り
ま
し
た
。

　
全
会
計
の
総
額
で
は
、
３
４
８
億
４

２
６
万
円
（
前
年
度
当
初
比
７
・
７
％

増
）
で
す
。

　
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、
収
入
の

伸
び
が
期
待
で
き
な
い
中
、
義
務
的
経

費
に
あ
た
る
過
去
に
借
り
入
れ
た
市
債

の
償
還
金
で
あ
る
公
債
費
と
、
医
療
費

や
児
童
手
当
、
生
活
保
護
費
な
ど
の
扶

助
費
の
増
加
な
ど
に
対
応
す
る
た
め
、

事
務
事
業
の
見
直
し
や
人
件
費
の
削
減

な
ど
に
よ
る
経
常
的
な
経
費
の
節
減
に

積
極
的
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　
ま
た
、
下
水
道
や
道
路
整
備
、
障
害

者
支
援
施
設
整
備
な
ど
の
緊
急
性
を
要

す
る
継
続
事
業
に
重
点
的
に
配
分
し
、

新
規
事
業
に
つ
い
て
は
事
業
の
必
要
性

を
再
検
討
す
る
な
ど
対
応
し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
財
源
不
足
の
解
消

に
は
程
遠
く
、
不
足
す
る
財
源
に
つ
い

て
は
、
貴
重
な
基
金
か
ら
多
額
を
補
う

こ
と
に
よ
り
対
応
せ
ざ
る
を
得
な
い
予

算
編
成
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
歳
入
は
、
国
の
「
三
位
一
体
改
革
」

に
よ
る
本
格
的
な
税
源
移
譲
の
実
施
や

定
率
減
税
の
廃
止
に
よ
り
、
市
税
は
前

年
度
当
初
比
９
・
６
％
（
３
億
９
、
２

６
０
万
円
）
の
増
を
見
込
ん
で
い
ま
す

が
、
そ
の
代
わ
り
に
国
か
ら
の
所
得
譲

与
税
な
ど
の
制
度
が
廃
止
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
市
債
は
、
今
後
の
公
債
費
・
市
債
残

高
を
抑
制
す
る
た
め
、
建
設
事
業
の
緊

急
性
・
優
先
度
を
考
慮
し
最
小
限
に
抑

え
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
13
億
１
、
８

４
０
万
円
（
前
年
度
当
初
比
27
・
２
％

減
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
財
源
不
足
を
補
う
た
め
、

や
む
を
得
ず
基
金
か
ら
９
億
５
千
万
円

を
繰
り
入
れ
ま
し
た
。

 

　
歳
出
は
、
住
み
よ
い
環
境
づ
く
り
な

ど
の
た
め
、
昨
年
度
以
前
か
ら
の
継
続

事
業
で
あ
る
下
水
道
・
観
光
セ
ン
タ
ー

の
整
備
、
合
併
特
例
債
を
活
用
し
た
市

道
南
北
線
の
新
設
、
障
害
者
総
合
在
宅

支
援
施
設
・
教
育
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
整
備
な
ど
の
ほ
か
、
防
災
対
策
事
業
、

子
育
て
支
援
事
業
に
要
す
る
経
費
を
重

点
的
に
計
上
し
ま
し
た
。

住
み
よ
い
環
境
づ
く
り

住
み
よ
い
環
境
づ
く
り

歳
入
（
入
っ
て
く
る
お
金
）

歳
出
（
使
う
お
金
）

平
成
平
成
19 
年
度
市
の
予
算
と
主
な
取
り
組
み

年
度
市
の
予
算
と
主
な
取
り
組
み

住
み
よ
い
環
境
づ
く
り

平
成
19 
年
度
市
の
予
算
と
主
な
取
り
組
み

特集

財政健全化に向けた取り組み状況
区　　分 節減額 主なもの

受益者負担の適正化 督促手数料・健康診査受益者負担金の見直し

内部管理経費の節減・宿日直業務の見直し

各種団体活動補助金などの見直し

職員数の削減・職員手当の見直し

事務事業・経常的経費などの見直し

各種補助金などの見直し

※一般会計・特別会計における18年度当初予算との比較額。

人事管理・給与などの適正化

計

15.6

194.5

37.2

81.1

328.4

（単位：百万円）

45

使用料・手数料（1.5％）
2億654万円

分担金・負担金（1.7％）
2億4,036万円

繰入金（7.1％）
10億715万円

財産収入・寄附金・繰越金（0.4％）
6,048万円

地方譲与税・各種交付金（5.1％）
7億2,200万円

県支出金（5.3％）
7億4,815万円

市債（9.3％）
13億1,840万円

諸収入（1.6％）
2億2,810万円

衛生費（10.8％）
15億2,420万円労働費（0.1％）

1,900万円

商工費（1.6％）
2億2,850万円

土木費（10.3％）
14億4,815万円

消防費（3.9％）
5億5,167万円

教育費（10.0％）
14億1,791万円

公債費（13.5％）
19億1,236万円

予備費（0.2％）
3,000万円

議会費（1.5％）
2億1,816万円

農林水産業費（10.4％）
14億6,677万円

歳 入

歳 出
〈目的別〉

一般会計　141億3,440万円

市税（31.6％）
44億6,557万円

地方交付税（29.0％）
40億9,000万円

国庫支出金（7.4％）
10億4,765万円

自主財源
（43.9％）依存財源

（56.1％）

  141億
 3,440万円

総務費（10.1％）
14億2,395万円

民生費（27.6％）
38億9,373万円


